
【一般会計歳入】　総額：205億3161万6千円 【市税の内訳】

【一般会計における歳出の内訳】

○目的別歳出の内訳 ○性質別歳出の内訳

合計

項目

人件費

補助費

普通建設事業費

扶助費

物件費

公債費

繰出金

項目

項目

自
主
財
源

その他各種交付金

国庫支出金

県支出金

地方譲与税

地方消費税交付金

依
存
財
源

地方交付税

市債

民生費

総務費

21億2395万8千円

195億5750万8千円

1億3672万3千円

1億5083万3千円

0円

7億4266万6千円

13億3029万1千円

災害復旧費

市税

諸収入

分担金及び負担金

使用料及び手数料

繰入金

その他

合　計

10億2404万4千円

決算額

50億4924万円

24億9079万8千円

21億4682万9千円

22億3553万8千円

21億2658万8千円

教育費

公債費

農林水産業費

衛生費

土木費

諸支出金

消防費

議会費

商工費

積立金

その他

合計

合　計

決算額

22億7918万8千円

18億2520万7千円

1億6131万5千円

入湯税

3億3499万3千円

1億0806万9千円

5292万5千円

47億6169万7千円

32億5968万6千円

29億9962万9千円

29億7840万9千円

205億3161万6千円

決算額

25億9171万7千円

22億5783万2千円

21億3658万6千円

決算額

47億6169万7千円

2億9852万6千円

12億3690万9千円

3億3587万9千円

3億8960万6千円

2億2985万3千円

9億4694万4千円

63億3554万5千円

19億2950万円

35億0074万円

　一般会計は、市の財政運営の中核をなすのもで、福祉・教育・都市基盤整備など基本的な行政サービスの
大部分を担ってます。
　２１年度の決算額は、歳入歳出差引額の９億７４１０万７千円から２２年度に繰越をする２億０２９６万
２千円を除いた７億７１１４万５千円が実質収支となりました。
　歳入では、市税や使用料及び手数料など、市自らが収入することができる自主財源が６５億７３５８万４
千円で全体の約３２％を占めています。また、一般的には自主財源の割合が高いほど安定した財政運営がで
きるとされています。
　歳出では目的別にみると、高齢者・障害者に対する福祉や子育て支援などの経費である民生費が５０億４
９２４万円と最も多く、総務費、教育費、土木費、公債費の順となっています。
　また、性質別にみると、人件費が３２億５９６８万６千円と最も多く、補助費、普通建設事業費、扶助
費、物件費の順となっています。
　９月の市議会定例会において、平成２１年度の一般会計と７つの特別会計及び水道事業会計（旭・鉾田・
大洋区域）の決算が承認されました。
　一般会計の決算額は歳入２０５億３１６１万６千円、歳出が１９５億５７５０万８千円となり、また特別
会計の決算合計は、歳入が１２３億４２８３万７千円、歳出が１２０億３０１７万円となりました。

1億9745万5千円

1億2176万2千円

2億4720万円

たばこ税

軽自動車税

税目

固定資産税

個人市民税

法人市民税

17億6503万6千円

13億1921万5千円

2億4939万8千円

195億5750万8千円



【基金の内訳】

【市債の現在高】

合　　計

項　　目

農業集落排水事業債減債基金

一般会計

農業集落排水事業特別会計

公共下水道事業特別会計

高額療養費貸付基金

石上福祉貸付基金

国民健康保険支払準備基金

介護給付費準備基金

財政調整基金

減債基金

その他特目基金

土地開発基金

8981万2千円

1億6700万1千円

1684万7千円

決算年度末現在高

4億7511万円

1100万円

452万9千円

項　　目
積
立
基
金

そ
の
他
基
金
等

決算年度末現在高

21億5032万1千円

7億1721万4千円

38億9589万8千円

198億5130万7千円

10億3556万5千円

9億0240万円

72億7752万円

290億6679万2千円

水道事業会計

目的別歳出 性質別歳出

民生費
 25.8%

総務費
 12.7%

教育費
 11.4%

土木費
 11.0%

公債費
 10.9%

衛生費
 10.9%

諸支出金　6.8%

消防費 5.2%

農林水産業費 3.8% 議会費 0.8% 商工費 0.7%

人件費
 16.7%

補助費
 15.3%

普通建設事業費
 15.2%扶助費

 13.3%

公債費
 10.9%

繰出金
　9.0%

積立金 6.7%

物件費
 11.5%

その他 1.3%

入湯税1.1%

軽自動車税2.3%

たばこ税7.0%

法人市民税3.4%

地方消費税交付金1.9%

地方譲与税1.6%

地方交付税30.9%

市債9.4%

国庫支出金17.1%

個人市民税38.3%

諸収入1.5%

分担金及び負担金1.0%

使用料及び手数料0.6%

繰入金1.6%その他4.6%

県支出金6.0%

その他各種交付金1.1%

固定資産税47.9%

市税23.2%

歳入 市税の内訳



【公有財産】 単位：㎡

○国民健康保険特別会計

○老人保健特別会計

○後期高齢者医療特別会計

○介護保険特別会計

○農業集落排水事業特別会計

○公共下水道事業特別会計

123億4283万7千円

5億5229万6千円

後期高齢者医療 3億8144万9千円

介護保険
保険勘定

サービス勘定

合　　計

公共下水道

農業集落排水

鉾田市中心部における生活排水を集合処理することにより、公共用水域の水質保全と快適な生活
環境の創出が急務となっております。このため事業認可を受けた第１期分９９ｈａの実施設計業
務及び管路施設工事並びに水処理センター土木建設工事を行い、早期供用化に向け、事業推進に
努めました。

　国民健康保険加入者の医療費を支払うために設けられています。出産や葬祭費の一部給付も行
なっています。
　平成２１年度においては、被保険者数は２５，６００人となっています。

後期高齢者医療制度に基づき、申請や相談などの窓口業務、保険料の徴収を行なうために設けら
れました。後期高齢者医療制度は、今までの「老人医療制度」に代わって創設された新しい制度
で、平成２０年４月から７５歳以上の方と６５歳以上で一定の障害のある方を対象として、都道
府県単位ですべての市町村が加入する広域連合が主体となって運営されています。

　介護保険制度に基づき設けられています。歳入は４０歳以上の方からの介護保険料や国・県か
らの交付金、一般会計からの繰入金等で賄われます。平成２１年度末の介護認定者数は１７６９
人で、うち受給者は１５７０人となっています。

農業用用水路の機能維持、公共用水域の水質保全及び農業集落における快適な生活環境の創出が
急務となっております。このため上島西部地区及び舟木地区の実施設計委託及び管路施設工事を
行い、早期供用化に向け、事業推進に努めました。

　高齢者（７５歳以上）の医療費を負担するもので、平成２０年４月より新たに創設された後期
高齢者医療特別会計に移行されます。ただし、老人保健制度の廃止に伴う経過措置により、当会
計は平成２２年度まで継続されます。

31億5207万6千円

歳　　出

731,591.47

6054万8千円

-

-

62,905.89

51,145.85

239.74

49,948.62

畑

歳　　入

75億3690万5千円

そ の 他

214,737.00

合計

2,726.00

-

その他行政機関

学 校公
共
用
財
産

公 園

そ の 他

公 営 住 宅

32億0934万4千円

1806万7千円

5億8422万8千円

4,873.29

3億8069万3千円

6054万1千円

73億1989万3千円

-

3,611.00

17,050.77

老人保健

1,694,217.82

項　　目

国民健康保険

田

土地（地積）

8,417.89

13,480.70

462,258.04

8,339.96

-

24,562.63

本 庁 舎

支 所 庁 舎

建物（延面積）

3,976.50

4,320.88

3,294.07

88,698.68

155,351.78

宅 地

山 林

原 野

雑 種 地 93,390.62

-

-

-

1466万3千円

5億6117万6千円

5億4112万8千円

120億3017万円

区分



【事業の概要】 H21.3.31現在

【収支の概要１】 単位：円

・資本　主に施設整備などに関わる費用
・収益　主に給水業務に関わる費用

【収支の概要２】 単位：円

○企業会計は独立採算制を原則とする事業を行う場合に、法令や条例に基づいて設置される経理
　手法です。

0

174,257

145,045,000

684,496,297

104,731,803

0

3,695,600

1,784,429

418,824,700

542,942,890

546,826,405
収益

資本

収入

支出

収入

支出

260,770,338

255,784,179

714,000

73,939,951

324,176,143

320,958,828

12,989,000

120,537,304

旭区域 鉾田区域 大洋区域区分

営業収益

営業外収益

特別利益

給水収益

受託工事収益

その他の営業収益

受取利息及び配当金

他会計補助金

雑収益

過年度損益修正益

217,845,357

35,547,633

18,974,373

1,652,040 1,631,668

250,538,000

123,525

0

大洋地区

92,529,774

22,207,500

6,755,400

事
業
費
に
関
す
る
事
項

原水及び浄水費

受託工事費

特別損失 過年度損益修正損

営業費用

524,680,928 318,996,068

区　　分

事
業
収
入
に
関
す
る
事
項 合　　計

189,586,000

6,285,726

0

旭地区 鉾田地区

66,920,364

配水及び給水費 6,779,408 14,807,718 20,782,969

21,150,000

総係費 34,005,675 30,817,129 34,638,539

124,358,056

資産減耗費 0 0 0

減価償却費 93,915,949

1,509,904 1,709,539 1,092,371

合　　計 250,502,057 532,640,528 316,658,063

968,472

46,634,455

1,081,309
営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑支出

52,587,745

0

338,056

給水人口（人）

給水戸数（戸）

89,465,939

195,954,381

0 72,193,000

61,703,376 126,724,350

255,431,089

499,285

81.3

年間総配水量（㎥）

年間有収率（％）

7,005

1,912

10,419

2,798

86.8

項目 旭区域 鉾田区域 大洋地区

16,899

4,742

1,010,477

87.1


